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中間案に対する委員意見等への対応について 

No. 最終案 

関連頁 
ご意見（概要） 対応方針 備考 

１ P2 

P54 

他の計画との関係や全体の流れが分かる資料があるとよいので

は。 

・他の計画等との関係図（P2）及び関連計画の一覧（P54）

を追加しました。 

最終案に反映 

２ P26 虐待死亡事例をふまえた課題について、今後の対応に関する記載

が弱いのでは。 

・津事例をふまえ、再発防止の３つの柱に関する記述を追加

しました。 

ﾊﾟﾌﾞｺﾒ用中間

案に反映済 

３ P27 「取組の推進体制」の中で、教育委員会との連携に関する文言を入

れられないか。 

・教育との連携について明記しました。 ﾊﾟﾌﾞｺﾒ用中間

案に反映済 

４ P28 

P40 

P42 

医療体制のことは医療計画に任せるとするのではなく、共に取り

組んでいくことを示すべきでは。また、今後の厳しい状況を踏ま

え、現実に即した内容の計画とすべきではないか。 

・P28 に医療計画と連携して取組を進める旨を記載しまし

た。 

・重点課題３の＜現状等＞（P40）に、分娩取扱医療機関の

現状や、産後ケア事業の課題に関する記述を追加しまし

た。 

・重点課題３の＜県と具体的な取組＞（P42）に、「安全・安

心に妊娠・出産・子育てができる環境づくり」に関する記

述を追加しました。 

ﾊﾟﾌﾞｺﾒ用中間

案に反映済 

５ (P30) 乳幼児健診の均てん化や更なる健診の実施に向けた取り組みにつ

いて、具体的にどのようなアウトプットを通じて 5 歳児健診や 1

か月児健診を進めていくのかの記述があると良い。 

・計画に記載はありませんが、各市町での更なる健診の実施

に向けて、１か月児健診マニュアルの整備等を予定してい

ます。また、５歳児健診についても、アウトプット指標と

して設定し、今後の実施拡大に向けた取組について検討を

進めます。（No.７参照） 

 

６ P32 「妊婦の口腔」とあるが、出産後は環境が大きく変わり、産婦の口

の中も変わってくるため、「妊産婦の口腔」としてはどうか。 

・「妊産婦の口腔」に変更するとともに、情報提供のタイミ

ングの例として、「妊婦等包括相談支援事業実施時」を追

加しました。いただいたご意見をふまえ、産婦の口腔に関

する取組について検討を行います。 

ﾊﾟﾌﾞｺﾒ用中間

案に一部反映

済 

最終案に反映 

資料２ 
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No. 最終案 

関連頁 
ご意見（概要） 対応方針 備考 

７ P33 

P46 

１か月児健診と５歳児健診が参考指標となっているが、アウトプ

ット指標に入れるべきではないか。 

・「１か月健診を実施する市町数」をアウトプット指標とし、

29 市町を目標に設定しました。 

ﾊﾟﾌﾞｺﾒ用中間

案に反映済 

・「５歳児健診を実施する市町数」を「５歳児に対して、心

身の成長・発達の確認を行うとともに、必要に応じて、特

性に合わせた適切な支援を提供している市町数」と定義

し、アウトプット指標に設定しました。 

・本指標は、国が示す５歳児健診の要件を満たす市町だけで

なく、国要件は満たさないが、５歳児に対して心身の成長・

発達の確認を行い、必要に応じて、特性に合わせた適切な

支援を提供している市町も含んだ数とし、29 市町での実

施を目標とします。 

最終案に反映 

８ (P36) 性教育に関して、市町による格差が大きいため、県からも積極的に

働きかけを行ってほしい。 

・今後の事業の実施にあたっての参考とさせていただきま

す。なお、市町等教育委員会の学校保健担当者を対象とし

た会議において、妊娠 SOSの周知や性と健康等に関する啓

発パンフレットの活用依頼等も行っており、引き続き、教

育委員会と連携した取組を進めてまいります。 

 

９ P36 

-38 

自殺予防やこころの問題に対応するアウトプット指標を設定すべ

きではないか。 

・「自殺対策・こころの問題」に対する取組として、学校等

への精神医療に係る専門アドバイザーの派遣や、学校にお

ける自死予防の取組、こどもほっとダイヤルの取組を追記

しました。 

・「スクールカウンセラーによる相談件数」を参考指標とし

て追加しました。 

ﾊﾟﾌﾞｺﾒ用中間

案に反映済 

10 P37 自殺対策において、子どもアドボケイトのことを考える必要があ

るのではないか。 

・「自殺対策・こころの問題への対応」の項目に、アドボカ

シーに関する取組を追記しました。 

ﾊﾟﾌﾞｺﾒ用中間

案に反映済 
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No. 最終案 

関連頁 
ご意見（概要） 対応方針 備考 

11 (P38) 「自分にはよいところがあると思う子どもたちの割合」（中学生）

の目標値について、現状値より低い数値を目標値として設定する

のはどうなのか。せめて「目標達成済み」等の文言を記載するとか

はできないのか。 

・当該目標は教育ビジョンと整合を図っています。令和６年

度は前年度の 80.9％から 2.9％増加しており、目標値を達

成し、少し上回った結果となっていますが、この数字を維

持していくことが重要と考えます。 

・なお、令和９年度には教育ビジョンの改定が見込まれるた

め、教育委員会と連携のうえ、必要に応じて本プランの目

標値の見直しを検討します。 

 

12 P39 食事を取り上げることも良いが、ライフサイクル（睡眠）のことも

考慮いただきたい。 

・「睡眠時間が８時間以上の児童生徒の割合」を参考指標と

して追加しました。 

ﾊﾟﾌﾞｺﾒ用中間

案に反映済 

13 (P41) パパ育児の動画を積極的に活用してほしい。短くて分かりやすく、

医学的知見を踏まえているため、いろいろなところで活用いただ

きたい。 

・いただいたご意見を少子化対策課と共有しています。今後

も動画の活用を進め、男性の育児参画を推進します。 

 

14 (P41) 子どもの居場所は食事や学習支援だけでなく、精神的な居場所や

人とのつながりが重要である。 

・いただいたご意見を少子化対策課と共有しています。今後

の事業の実施にあたっての参考とさせていただきます。 

 

15 (P44) 愛着の問題は大きな課題であり、愛着の問題から発達の遅れが生

じ、特別支援学級に通う子どもが増えている。また、親が発達障が

いを認めにくいという課題もあり、親や周りの大人が発達障がい

を理解することが、子どもの成長と自立に非常に重要である。 

・今後の事業の実施にあたっての参考とさせていただきま

す。 

 

16 (P48) 妊娠を隠す人をどう見つけて支援につなげるかが重要である。予

期しない妊娠の相談窓口「妊娠 SOS」が唯一の手段となることもあ

るが、市町が未受診者を把握するための有効な取組を検討してほ

しい。 

・市町とも情報共有を図り、今後事業を進めるにあたっての

参考とさせていただきます。 

 

17 (P48) 中学校に妊娠 SOSのポスターやカードを置いていただきたい。 ・県内の中学校へ妊娠 SOSのポスターとカードを配布し、生

徒への周知について働きかけを行います。 
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No. 最終案 

関連頁 
ご意見（概要） 対応方針 備考 

18 (P49) P25 三重県児童虐待死亡事例等検証委員会報告書（2023 年津事

例）をふまえ「体制づくり」「関係機関との連携」「人材育成（研修）」

の３つを柱に再発防止に向けた取組を充実させることが必要であ

る とありますが、特に「体制づくり」「関係機関との連携」づく

りに関しての取組の方向が、従来どおりの様に感じます。 

要保護児童対策地域協議会を中心に、市町、警察、学校、医療機

関等との連携強化を進するという想定ですが、要対協、特に代表者

会議は各団体等の宛て職の代表者が虐待及び子どもの権利に関し

て十分な見識のないまま、報告を受けたり、研修を受けるという受

け身な形の関わり方に留まっているように感じます。実務者会議、

ケース会議も現場の判断に任されていますので、必要に応じて開

催する状況です。もっと主体的で積極的な関わり方を促進するこ

とが、今回のような死亡事例（氷山の一角です）、支援や対応に関

わる事例に対して効果的な実践を作り出すことが出来ると考えま

す。 

特に、「体制づくり」に関わりますが、児童相談センターの解消

により、本庁と現場である児童相談所、市町虐待対応部局との連携

が十分に機能していないと思います。 

今回子どもが亡くなったという悲惨な事例をきちんと受けとめ

ていく上で、ぜひもっと積極的な方向を打ち出すことが打ち出さ

れていくことを望みます。 

・２０２３津事例における検証委員会からの提言を踏まえ、

「①体制づくり（児童相談所の人員体制の強化、市町にお

けるこども家庭センターの設置促進など）」、「②関係機関

との連携（入所措置解除前に支援等の引継ぎ会議の実施、

市町要対協における情報共有や役割分担等の状況の確認・

調整など）」、「③人材育成（虐待リスクにつながりやすい

要因やチェックポイント等に係る研修の実施、人材育成計

画策定による体系的・計画的な研修等の実施など）」に取

り組んでいます。 

・特に市町要対協の役割は重要であり、市町支援コーディネ

ーターが市町を訪問し、児童相談所と市町間の児童の安全

確認の状況等について情報共有や役割分担を調整・確認し

ているほか、アドバイザーやスーパーバイザーの派遣によ

り、市町要対協の実質的・実践的な活動を支援しています。 

 

 


